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自己紹介
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1975/4～1981/6 ヤマハ㈱入社 インドネシア工場立上支援分野配属

1981/6～1987/3 インドネシア工場生産課長 電子鍵盤楽器の組立生産

1987/3～1995/7 インドネシア工場長 電子楽器、ピアノ、ギターの輸出拠点化

1995/7～2005/3 帰国、インドネシアを普及品の生産拠点化するプロジェクト

2005/3～現在 ヤマハ退職、インドネシア進出サポートコンサルタントとして独立

  インドネシア語翻訳・通訳

静岡大学客員教授、専修大学客員講師

独立行政法人日本貿易振興機構(JETRO)専門家

独立行政法人 中小企業基盤整備機構アドバイザー

一般社団法人海外事業支援センター(OBAC)アドバイザー

一般財団法人海外産業人材育成協会（AOTS）講師

一般社団法人日本インドネシアビジネス協会(ABJI)理事

などを経歴し、これまでのインドネシア進出支援企業数は約100社
インドネシアと
の関わりも51年
になりました



セミナー要旨
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• 習慣、文化、宗教、法律、言語の異なるインドネシアにおいて、問題を
抱えて苦悩している日本人を時々見かけます。

• 本社に頼れないだけでなく、現地に於いても限られたリソースやネット
ワークで、孤軍奮闘している姿には心が痛みます。

• そこで、50年間のインドネシアでの仕事の経験を基に、労務・経理・税

務・総務・営業・製造・調達・貿易・物流・駐在員の各分野での、お困り
ごと相談と題するセミナーをシリーズで開催することにしました。

• このセミナーでは、これらの各分野で想定されるお困りごとをいくつか
取り上げて、それへの対応策を解説します。

• このセミナーが、孤軍奮闘されている駐在員にとって、少しでもお役に
立てることを願っております。
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4

① 労務編

② 経理編

③ 税務編

④ 総務編

⑤ 営業編

⑥ 製造編

⑦ 調達編

⑧ 貿易編

⑨ 物流編

⑩ 駐在編



① 労務編

1. 企業内労働組合結成の動き

2. ベテラン社員の引き抜き

3. 問題社員の解雇

4. 勤務時間内のイスラム礼拝

5. 昇給・賃上の基準

6. 人事評価の優先事項

7. 諸手当の設定

8. 従業員採用の判断基準

9. 従業員からのスポンサー要求

10. 冠婚葬祭への出席

5



1. 企業内労働組合結成の動き
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自社内の従業員が、企業内労働組合を結成することを希望し、その手続きを進めて
いるが、会社としてどのように対処すべきか分らなくて困っている。

 10名以上の従業員が希望すれば、一つの企業内労働組合を結成することが、労
働法で規定されているため、結成することを会社側が拒絶することは出来ません。

 労働組合結成の動機や発端は企業により異なりますが、結成することにより、自
分達の処遇についての要望が、叶い易くなると期待している場合が大半です。

 しかし当然のこととして、執行委員に選ばれる従業員のほとんどは、組合活動の
経験も知識も無い人達ですから、会社側が積極的に関与して、労使協調を基本と
した労働組合の結成を目指すべきです。

 具体的には、労働組合法の学習、産業パンチャシラの学習、労働協約の作成、組
合規約の作成などを執行委員と共に進め、そして組合事務所の開設などにも協
力すべきです。

 戦後の日本での労働組合の歴史や、本社内での活動を紹介することも大事な要
素です。

https://www.hmkt.jp/41_rodokumiai.pdf
https://www.hmkt.jp/25_rodoho.pdf
https://www.hmkt.jp/25_rodoho.pdf
https://www.hmkt.jp/185_roso.pdf
https://www.hmkt.jp/126_pancasila.pdf
https://www.hmkt.jp/217_pkb.pdf


2. ベテラン社員の引き抜き
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社内で育成した優秀なベテラン社員が、取引先の大手企業に、破格の給与で引き
抜かれてしまい、途方に暮れている。

 インドネシアの日系企業の技術者の平均給与は、最低賃金の4倍前後で、大手の
現地企業はさらに高額の給与を支払っています。

 中小企業においては、最低賃金の2倍前後で働いている優秀な社員はたくさんい

ますので、大手企業から狙われた場合は、給与の額だけで阻止するのは不可能
でしょう。

 引き抜かれる可能性のある人材に対しては、当初の給与は大きいかもしれない
が、ライバルの多い大企業では、競争し続けなくてはいけないことを知らしめるこ
とが大事です。

 そして、今の会社で継続して働くと、どのような将来が保証されているのかを、具
体的に示して見せることで、引き抜きに抗うことが期待されます。

 そのためには、長期的な人材育成を見据えた人事評価制度、賃金テーブル、そし
て育成計画を作ることが大事です。

https://www.hmkt.jp/94_chingin.pdf
https://www.hmkt.jp/86_jinjihyoka.pdf
https://www.hmkt.jp/162_ikusei.pdf


3. 問題社員の解雇
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遅刻の常習犯、度重なる無断欠勤、勤務中の無断離席、上司からの指示の不履行、
職場内でのチームワークの妨害など、問題社員を抱えており、困っている。

 労働法に準拠した形で、就業規則あるいは労働協約の中に、出来るだけ具体的
に“規則違反”と見做される行為を記述します。

 規則違反には以下の様な等級を設け、警告書の回数が規定を超えた場合は、労
働組合ならびに労働監督局の合意の下に、解雇とする旨を明記します。

1. 重大規則違反：警告書1枚で即解雇。
2. 危険規則違反：警告書2枚で解雇処分。
3. 軽微規則違反：警告書3枚で解雇処分対象。

 その場合、労働法に準拠して、解雇補償金を支払うことも明記しておきます。

 実際に解雇した場合、その後に争いが起きた場合に備え、労働組合ならびに労
働監督局の合意は必ず取っておくことが大事です。

https://www.hmkt.jp/25_rodoho.pdf
https://www.hmkt.jp/85_kisokuyoten.pdf
https://www.hmkt.jp/181_romutaisho.pdf


4. 勤務時間内のイスラム礼拝
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勤務時間内である夕方の4時前後、そして残業時間帯の6時前後になると、生産現
場のワーカーも含めた従業員の多くが、職場を離れて礼拝に行くので困っている。

 イスラム教の重要な戒律の一つとして、一日5回の礼拝があり、唯一絶対の神と
信徒の間の戒律を他人が禁止することは出来ません。

 まして異教徒である日本人が、そのことに口を出すことは絶対に差し控えるべきで
す。

 しかし、多くのイスラム教徒が明言していますが、いろいろな戒律は、絶対にしなく
てはならないと言うものではなく、出来る範囲内で実践すべきものであるとのこと
です。

 ですから、仕事の都合でその時間に抜けられては困る場合などは、時間をずらし
てもらうなどの工夫をお願いすることは構わないと思います。

 それでもお願いする時は、融通の利く、理解力のあるイスラム教徒を通じて伝える
ことが賢明でしょう。

https://www.hmkt.jp/40_islam.pdf


5. 昇給・賃上の基準
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毎年度末に、翌年度のベースアップを決めなくてはいけないが、最低賃金は政府発
表に準拠するとしても、それ以外の一般社員や管理職のベースアップをどれくらいに

すべきかいつも頭を悩ましている。

 政府による最低賃金の見直しは、今年度の経済成長率＋物価上昇率が基本とさ
れていますので、昨今の賃上げ率は5％＋3％＝8％となり、この上下の値を巡っ
て、政府、労組、経済界の間で交渉が行われます。

 最低賃金の適用外の一般社員や管理職のベースアップも、この賃上げ率を参考
にすべきと思いますが、経済成長率の部分は、会社の業績を反映させて増減す
べきと思います。

 自社の給与レベルが世間相場に比べてどの位置にあるのかを知りたい場合は、
JETROが毎年発行している【20xx年度 海外進出日系企業実態調査（アジア・オセ
アニア編）】が参考になります。（2024年度版）

 いずれにしても、最低賃金の賃上げ率を上回る、ベースアップが可能となるような
業績達成を目指すべきです。

https://www.hmkt.jp/94_chingin.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/2737fbd089afdb85/20240024rev1.pdf


6. 人事評価の優先事項
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昇給・昇格に際しては、人事評価シートに基づいて査定をしていますが、評価項目
の内容や、点数配分が果たして適正なのか、確信が持てず悩んでいます。

 基本的には、勤務態度と職務遂行能力の両面から評価すべきですが、職級が上
に行くほど、あるいは専門性が強くなるほど、職務遂行能力の割合を大きくします。

 勤務態度の評価項目は、職級や専門性に関係無く、全て共通でも可能ですが、
上に行くほど厳しくするなど、会社の色を出すことも可能です。

 職務遂行能力は全従業員を対象とせず、管理職あるいは準管理職以上から適用
する方がより現実的と思われます。

 大事なのは評価項目の内容ですが、人事制度の作り方を参考することが出来ま
すが、もし日本の本社で既に利用されているものを参考に、インドネシア現地法人
向けに手直しして使うことも可能です。

 欧米の人事評価制度を雛形にしている日系企業もありますが、文化的に違いが
大きいので、あまりお薦めすることは出来ません。

https://www.hmkt.jp/86_jinjihyoka.pdf


7. 諸手当の設定
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インドネシアでは労働者に対して様々な手当が支払われていますが、法律で義務付
けられているものと、会社の意志で支払われるものとの違いが良く分からなくて困っ

ている。

 法律で義務続けられているものとしては以下の手当があります。
• レバラン大祭手当（THR）：労働法
• 家族手当（23歳未満の子供3人まで）：社会保障法
• 健康保険手当：社会保険の企業負担分
• 労働災害死亡補償：社会保険の企業負担分

 雇用契約に基づき固定的に支払われるものとしては以下の手当があります。
• 職務手当：会社が一存で決める
• 通勤手当：現金または交通手段
• 食事手当：現物または現金
• 年金手当：会社が毎月準備金として計上する

 他にも色々な手当を、勤労意欲や帰属意識向上のために設けることが出来ます。

https://www.hmkt.jp/201_fukuri.pdf


8. 従業員採用の判断基準
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従業員を新規採用する際に、履歴書、健康診断、筆記試験、適性試験、そして面接
を通じて選定しますが、採用の是非を判断するための基準が曖昧で困っています。

 最終学歴、年齢、資格、経験、健康状態は履歴書と健康診断結果で事務的に判
断出来ます。

 筆記試験や適性試験で、配属する部署の仕事に適しているかどうかを判断する
のは難しいでしょう。

 最も重視すべきは面接で、その時に履歴書などで事前に知ることが出来る情報を、
再度確認するのは時間の無駄です。

 面接では該当する仕事に関する本人の考え方や知識を問い、それに対する回答
の速さ、正確さ、広さ、深さを評価すべきです。

 そのためには、面接での質問を事前に入念に用意しておくことが肝要で、思い付
きの質問で、その人となりを判断することは困難です。

https://www.hmkt.jp/55_mensetsu.pdf


9. 従業員からのスポンサー要求
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従業員や労働組合から、親睦会やスポーツイベントを開催するので、会社に対して
スポンサーとしての資金援助を要請されることが多く困っている。

 昨今の日本では一般的では無くなりましたが、インドネシアにおいては、会社全体
あるいは職場の仲間で、日帰り旅行や運動会を企画したり、サッカーチームやバ
ドミントンチームを結成して、他社のチームと試合に臨んだりすることが多くありま
す。

 その際の活動資金として、自分達で積み立てをしていることも希にありますが、多
くの場合は会社からの拠出を頼りにして来ます。

 贅沢な催事は別として、来年度予算を作成する際に、計画書と共に費用見積書を
提出させ、会社の行事の一環として行う、と言う意識を持たせることが必要である
と思います。

 そうすることで、会計的にも福利厚生費として計上出来て、節税効果にも繋がりま
す。



10.冠婚葬祭への出席
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現地従業員本人あるいは家族の、冠婚葬祭行事に呼ばれることがあるのですが、ど
のように振る舞って良いのか分からないので、いつも理由を付けて遠慮している。

 基本的には積極的に参列すべきと思います。

 服装は全ての行事において、長袖のバティックと地味なスラックス、そして革靴で
良いと思います。

 結婚式などおめでたい行事の場合は、もし時間があれば日本風の記念品が喜ば
れますが、現地の知り合いに金額相場を聴いて、ご祝儀と言う形でも良いでしょう。

 葬式の場合は、インドネシア語が分らなければ、日本語でも構わないので、お悔
やみを述べるだけでも良いと思います。

 従業員とその家族にとっては、日本人がわざわざ来てくれたことだけで、十分有難
いことと感じているはずです。



② 経理編

1. 中期事業計画の作り方

2. 年度予算の作り方

3. 月次予実績管理の方法

4. 製造原価管理の方法

5. 財務諸表のチェックポイント

6. 実施棚卸の進め方

7. 減価償却のルール

8. 運転資金の調達方法

9. 買掛金と売掛金

10. 会計システム導入
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1. 中期事業計画の作り方
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本社あるいは合弁相手から、中期事業計画を作るように要求されているが、自分で
作った経験が無くて困っている。

 日本では3年間の事業計画を指すのが普通ですが、インドネシアでは事業リスク
が比較的高いことから、5年間の事業計画を作ることをお薦めします。

 最初に、事業内容、販売活動、仕入・生産活動、アフターサービス等、人員計画、
想定されるリスクと対応策等についての戦略活動を文書で記述します。

 戦略を考える際には、事業の強み・弱み・機会・脅威を分析するSWOTクロス分析
が一つの手法として役立ちます。

 次に、これらの定性的な戦略を、定量的な数字で表現した、今後5年間の財務諸
表を作成します。

 これらの数値は、一般的な経営指標に当て嵌めて評価することも可能です。

 戦略の文章編は毎年見直し、財務諸表の数値編は、昨年度の数値は実績値に
置き換え、新しい5年後の列を追加し、新たな戦略に合致した数値に置き換えます。

https://www.hmkt.jp/56_chukikeikaku.pdf
https://www.hmkt.jp/187_senryaku.pdf
https://www.hmkt.jp/111_gyoshubetsuswot.pdf
https://www.hmkt.jp/191_kpi.pdf


2. 年度予算の作り方
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本社あるいは合弁相手から、年度予算を作るように要求されているが、自分で作っ
た経験が無くて困っている。

 中期事業計画がある場合は、該当年度の数値編を1月から12月に分解して作りま
す。

 中期事業計画が無い場合は、年間の売り上げ目標を決めます。

 基本となるのは売上計画ですから、毎月の売上予測に基づき、年間目標を月毎
に配分します。

 年度予算書にその売上目標を達成するために必要な人員計画、投資計画、原価
計算を埋めた後に、損益計画、資金計画、貸借対照表、資金繰を完成させます。

 売上計画は事業展開の目標とも言うべきものですが、意欲過ぎても、慎重過ぎて
も良くありませんが、インドネシア政府が発表する来年度の経済成長率予測レベ
ルは維持すべきです。

 賃上げ率および費用のインフレ率は今年度レベルを踏襲すべきです。

https://www.hmkt.jp/yosan.xlsx


3. 月次予実績管理の方法
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経理の経験も知識も無いため、月次予実績管理をどのように進めるべきか分らなく
て困っている。

 最も大事なことは、予算通りの利益を実現することです。

 利益は売上－費用ですから、売上の内訳と費用の内訳について、当月と累計の
予算と実績の差異から、利益の差異の原因を分析します。

 次に翌月以降の月別実績欄に、これまでの実績を基にした見込数値を入れてみ
ます。

 12月末の利益が予算を達成する見込みであれば問題ありませんが、もしも予算を

下回る見込みである場合は、売り上げを増やすか、あるいは費用を削減するかの
対策を打たなくてはなりません。

 これを1月から11月まで毎月繰り返し、何があっても予算利益を達成することが、
経営者に求められる責務です。

https://www.hmkt.jp/184_hansoku.pdf
https://www.hmkt.jp/37_kuroji.pdf
https://www.hmkt.jp/20_kojokeiei.pdf


4. 製造原価管理の方法
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工場管理の経験も知識も無いため、製造原価管理をどのように進めるべきか分らな
くて困っている。

 製造原価の実績値は、財務諸表の中の原価報告書に、材料費、人件費、経費の
内訳として記載されます。

 問題は、売上単価を決める際の基になった、製造単価が適切であったのかどうか、
そして来年度もこの製造原価を使えるのかどうかです。

 製造単価は、材料費＋加工費で、加工費は分当たりの賃率×工数で計算され、
これに年間の生産計画台数を掛けた数字が製造原価予算となります。

 賃率は年間の総人件費＋製造経費を年間計画に基づく総投入工数で割った数
値です。

 予算時に計算した製造単価に対し、実際の材料費、賃率、工数で計算した製造単
価の差異を分析し、その原因を追究して次年度の計算条件を見直します。

https://www.hmkt.jp/208_genka.pdf


5. 財務諸表のチェックポイント

21

簿記や経理の経験も知識も無いため、毎月経理部門から上がって来る月次仮決算
報告書を、どのようにチェックすべきか分らなくて困っている。

 月次仮決算報告書（財務諸表）を正しく理解するためには、工業簿記三級の教科
書を通読することをお薦めしますが、簿記の基本知識があれば十分です。

 財務諸表は、会計ルール上は正しくても、経営上問題視すべき点があるので、そ
こを重点的にチェックしなくてはなりません。

 売上、費用、利益については月次予実績管理のところで述べた通りですが、ここ
では貸借対照表の内容について言及します。

 資産部門では前払付加価値税、還付請求付加価値税、前払法人税で、これらは
資金繰りに大きな影響を与えるため、実情を正確に把握しておくことが大事です。

 最も重要なことは負債合計が資産合計を上回る債務超過の状態に陥らない事で
す。

 この状態が続くと倒産の危険があるため、負債を減らす、資本金を増やすなどの
対策が必要です。

https://www.hmkt.jp/20_kojokeiei.pdf


6. 実施棚卸の進め方

22

年度末に在庫の実施棚卸をしなくてはならないが、実際に行った経験が無く、どんな
ところに注意すべきか分らなくて困っている。

 棚卸の目的は、期首の在庫高（前年度末の実施棚卸結果）＋今年度の仕入総額
－期末の在庫高（今年度末の実施棚卸結果）＝今年度の実払出総額の計算に基
づき、正確な材料コストを試算するために行うことであると、全従業員に理解させ
る必要があります。

 日本人はWhatやHowを教えることには熱心ですが、Whyを教えることを怠りがちで、
これがインドネシア人社員の応用力を育てないことの原因の一つです。

 入荷時点から形状や寸法が変わっている材料がある場合は、廃却基準、補正方
法などを予め決めておきます。

 廃却処分にする場合は勝手に進めるのではなく、決められた場所に集め、責任者
が立ち合いの下に処分することを徹底させます。

 仕掛品の評価額は出来るだけ簡便化し、例えば仕掛度50％に統一するなどの工
夫が望まれます。



7. 減価償却のルール

23

減価償却についての理解に乏しく、インドネシアではどんなところに注意すべきか分
らなくて困っている。

 減価償却とは、建物、機械、設備、備品、車両などの固定資産が、耐久年数を過
ぎて更新する際の資金を貯めておく、ヘソクリみたいなものです。

 原価計算書や損益計算書では、減価償却費と言う名の通り、コストとして計上さ
れますが、実際にお金が出て行く訳ではなく、年々内部に溜まって行くため、別名
“利益性コスト”とも呼ばれます。

 固定資産の種類による償却期間や計算方法は税法により定められていますので、
償却方法勝手に変えると、粉飾決算の疑いを持たれる危険性があります。

 土地は経年変化で価値が落ちることが無いとの前提で、減価償却の対象にはな
りません。

 特許権やソフトウエアなどの無形固定資産でも、期限が来ると価値が無くなるもの
は減価償却の対象となります。

https://www.hmkt.jp/100_depreciation.pdf


8. 運転資金の調達方法

24

売上が低調で赤字が続いているため、運転資金が底を突いて来ているが、どのよう
にして資金を調達するべきか分らなくて困っている。

 運転資金の調達方法としては、以下の様な方法があるので、貴社の状況に照らし
合わせて最適な方法を選択して下さい。

 増資：株主である本社あるいは合弁相手に、資本金の追加投入を要請します。株
主の合意を得られれば、コストゼロの資金ですので最優先すべき方法です。

 親子ローン：本社からの借入金ですが、基本的にルピア建に制限され、支払利子
もインドネシア国内のルピア金利を基準にされるため、高金利の資金となります。
日本国内の低金利は適用されないため、誤解のないよう注意が必要です。

 現地金融機関からの借入：通常は借入枠を設け、その枠内で必要な時に必要な
額を引き出します。金利は資金の利用目的、銀行のカテゴリーで異なりますので
注意が必要です。

 固定資産のリース化：固定資産をリース会社に買い取ってもらい現金を受け取る
代わりに、毎月のリース料金を支払う仕組みです。金融機関からの借入と同等の
金利支払いが発生します。



9. 買掛金と売掛金

25

インドネシアにおける買掛金と売掛金の取り扱いに関する慣習と注意すべきことが
分らなくて困っている。

 インドネシアでは買掛金および売掛金共に、納入月の月末締めから30日または
60日後に決済と言うのが一般的です。

 買手と売手の力関係によっては、即決（Cash On Delivery）や90日以上の期間を設
ける場合も考えられます。

 材料が特殊で、他の製品に転用出来ない場合等は、支払金額の一部を前金で支
払うことを条件にされる場合もあります。

 買掛期間は出来るだけ長く、売掛期間は出来るだけ短くすることが、資金繰りの
面で有利になりますが、これも力関係で決まることです。

 販売先に対して売掛期間を与える場合は、信用状態を十分に調査して決めること
が肝要です。

 万が一回収不可能となった場合のため、取引信用保険に入っておくこともお薦め
します。



10.会計システム導入

26

事業開始当初は小規模のため会計処理はエクセルを使っていたが、事業拡大に備
えて会計システムを導入したいが、知識も経験も無くて困っている。

 日頃から公認会計士からの指導や支援を受けている場合は、そこが推奨するシ
ステムを導入すべきです。

 将来的に会計だけでなく、調達管理、生産管理、販売管理、人事管理などの仕事
をシステム化する可能性があるので、それらのデータの遣り取りの中心となること
を前提として考えるべきです。

 導入する前に、全ての仕事を人や部門ではなく、普遍的なプロセスの流れで、可
視化しておくことがシステム化の成功の秘訣です。

 基幹システムの世界シェア1位を占めるSAPが、それを導入する前に業務を標準
化、可視化、そしてプロセス化するために、SCORモデルを開発したのもそれが目
的とされています。

 これをしておくことで、どの部分をシステム化し、どの部分をマニュアルに残してお
くのかが一目瞭然となり、ブラックボックスの存在を回避することが出来ます。

https://www.hmkt.jp/104_itsystem.pdf
https://www.hmkt.jp/22_sckaizen.pdf


③ 税務編
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1. 法人税に対する税務調査

28

昨年度の確定申告を済ませた後に、国税庁から税務調査に入るとの通告が来て、
どのように対処すべきか困っている。

 先ずは普段から支援を受けている公認会計士および税理士に、どのように対処
すべきかを相談しましょう。

 基本的には、インドネシアでの税務調査の慣習を理解している、彼ら専門家の意
見に従うことが無難です。

 日本人の感覚では納得出来ないとして争うことも可能ですが、勝訴する保証は無
く、膨大な時間と費用、そして労力を覚悟しなくてはなりません。

 また、自分の主張を通すために、日本人が前面に出ると、纏まる話も纏まらなくな
る可能性があるので、“郷に入りては郷に従え”で腹を決めることも必要です。

 万が一、全ての会計データを持ち去られた場合でも、その後の業務に障害が出な
い様に、データのバックアップは必ず取って置くようにしましょう。



2. 個人所得税の課税範囲

29

従業員の毎月の個人所得税の源泉徴収は、経理のスタッフに任せているが、本当
に正しいのか判断出来なくて困っている。

 会社側から従業員に支払われる給与・賃金の他に、以下の様な現金で支払われ
る全ての手当が課税対象となります。

• 役職手当
• 現金払いの通勤手当
• 現金払いの食事手当
• レバラン手当
• 時間外手当
• 家族手当
• 出産手当
• 死亡手当
• 特別賞与
• 社会保険料の会社負担分
• 注）退職金は課税対象外

 日本人も含めた会社幹部へ供与された、社用車および社宅の費用も課税対象と
なります。



3. 付加価値税の仕組み

30

インドネシアの付加価値税は日本の消費税と同じ仕組みと聞いて、益々分からなく
なって困っている。

 日本では“消費税”と名付けられていますが、正確にはインドネシアで名付けられ
ている“付加価値税”が正しい名称です。

 付加価値とは売上から仕入材料費および支払経費を差し引いたもので、利益と人
件費の合計です。

 この利益と人件費に対する税金を毎月支払うために、便宜的に仕入材料と支払
経費に対する11％を支払い、売上に対する11％を受け取り、その差額を付加価
値税として納税しています。

 世界中の付加価値税の目的は、輸出振興のための補助金であり、補助金とする
とWTO違反になるため、輸出額の11％を付加価値税還付金として払い戻す形を
取っています。

 注意すべきは、付加価値税は税前利益が赤字であっても支払う義務があるため、
資金が不足する場合は、付加価値税支払の為に借入金を必要とすることです。



4. 奢侈品税の対象

31

自社で扱っている商品の取引に際しては、現在は奢侈品税を支払っていないが、本
当に該当しないのか確認出来なくて困っている。

 奢侈品税の該当の是非は、HSコード（Harmonized System:商品の名称及び分類に
ついての国際統一システム）で確認出来ます。

 商品を正しく特定するために、まず日本国の税関の公式サイト上で、日本語で検
索します。

 インドネシア税関総局の公式サイトでHSコードを入力し、Detailページにて奢侈品
税の有無および税率を確認出来ます。

 奢侈品税の課税対象は広範囲に亘っていますので、推測で判断することは危険
です。

https://www.customs.go.jp/yusyutu/
https://insw.go.id/intr


5. 輸入関税の特定

32

日本など海外から物品を輸入する際に、その輸入関税を特定し、さらには特恵関税
適用の有無を確認する方法が分らなくて困っている。

 輸入関税についての情報は、HSコード（Harmonized System:商品の名称及び分類
についての国際統一システム）で確認出来ます。

 商品を正しく特定するために、まず日本国の税関の公式サイト上で、日本語で検
索します。

 インドネシア税関総局の公式サイトでHSコードを入力し、Detailページにて輸入関
税率、ならびに輸入国別の特恵関税を確認出来ます。

 輸入関税率と輸入国別の特恵関税は随時変更になりますので、前回の輸入時と
同じと安易に判断しない方が無難です。

 特恵関税を適用させるには輸出国発行の原産地証明が必要ですが、その詳細に
ついては該当国の発行機関に確認して下さい。

https://www.customs.go.jp/yusyutu/
https://insw.go.id/intr


6. 免税・保税輸入の方法

33

再輸出の割合が増えて来ており、輸入部材の関税等を免除出来る保税工場にした
いが、どのように進めて良いのか分らなくて困っている。

 総売上金額に占める輸出の割合が50％未満で続く場合は、保税工場の条件を満

たしていないため、輸出目的輸入便宜制度（KITE）を利用すると良いでしょう。

 書類上の手続きだけで、保税工場のように施設を改造する必要がないため、比較
的短期間で対応出来る制度です。

 総売上金額に占める輸出の割合が50％以上で続く場合は、保税工場の資格を取
得することが望まれます。

 物理的に外部から遮断して、機械設備を含む全ての物品の出入りを管理するた
め、塀、門扉、守衛所などの構造物の改造工事が必要となります。

 何れの手続きも、この分野の業務に慣れた、現地のコンサルティング会社の支援
を受けた方がスムーズに進むと思います。

https://www.hmkt.jp/221_kite.pdf
https://www.hmkt.jp/66_hozei.pdf


7. 土地・建物購入時の地方税

34

工場用地やレンタル工事を買い上げた際に、どのような税金をどのタイミングで支払
うのか分らなくて困っている。

 売買契約が成立し、金額の支払が澄んだ後に、売った側は課税額の2.5%を所得
税として納税、買った側は課税額の5.0%を取得税として納税します。

 また、土地・建物の取引にも付加価値税が発生することを忘れないで下さい。

 取得した後は毎年0.3%を土地・建物税として納税することになります。

 何れの税金も土地・建物の評価額により左右されますが、特に土地の評価額は、
公認土地鑑定士による評価額と、国税庁による評価額のいずれか高い方が適用
されるため要注意です。

 土地売買は不正の温床の一つですので、信用の置ける土地公証人（PPAT）に間
に入ってもらうことが肝要です。



8. 海外送金時の課税

35

日本本社宛に色々な目的で海外送金をする際に、インドネシア側で源泉徴収される
税金が、どうなっているのか分らなくてが困っている。

 非居住の日本人に対して給与あるいはコンサルタント料金として海外送金する場
合は、インドネシア国内と同様に個人所得税を源泉徴収することになります。

 以下の目的で海外送金をする場合は、20％の源泉徴収をすることになります。
1. 配当金支払い
2. 親子ローンの金利支払い
3. ロイヤリティーあるいは技術援助料の支払い
4. その他サービスに対する報酬としての支払

 尚、受け取った日本側においても、日本の税法に基づき所得税の支払義務が生
じますのでご注意下さい。



9. 赤字決算での確定申告

36

販売不振や経費増大などの理由で、昨年度は赤字決算となったが、このまま確定申
告して問題なのか分らなくて困っている。

 赤字決算が理由で、国税局に対して法人税の控除や還付を請求すると、税務調
査の対象となる可能性があります。

 確定申告が決算報告の内容と異なることは問題にならないので、公認会計士や
税理士と良く相談して、解釈の違いと称して、課税となり追徴金などが発生するリ
スクを避けるようにすべきです。

 特にこれまでは黒字であったのに、突然赤字に転落した場合などは、移転価格の
悪用で、日本側に利益が出るように操作したのではないかと、言い掛かりを付け
られたりします。

 1項で述べた“法人税に対する税務調査”も参考にして、適切な対応取るようにし
て下さい。



10.日本人駐在員に対する課税

37

インドネシアの個人所得税は日本に比べて税率が高いので、出来るだけ日本国内
給与との調整で節税をしたいが、税金制度が分らなくて困っている。

 インドネシアの個人所得税は最高税率30％の累進課税で、会社から供与される
社宅や社用車も含めた日本人の所得は、比較的高額ですから、ほぼ30％と考え
るべきです。

 だからと言って、現地支払い給与額を極端に少なくすると、国税局が持っていると
推測される、国別、企業規模別、職務別の外国人労働者給与相場と乖離し、逆に
高額な見做し給与を適用される恐れがあります。

 相場としては、給与が30万円/月＋社宅・社用車が20万円/月くらいかと思われま
す。

 日本国内給与の所得税を日本国内で納税している場合は、インドネシアで申告す
る必要はありませんが、もし住民票を抜いて納税していない場合は、本来はインド
ネシア側でまとめて申告する義務があります。



④ 総務編
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1. 従業員の健康管理

39

従業員の病気欠勤が多く、毎朝の生産能力確保のための、人員調整に時間を取ら
れて困っている。

 最寄りの開業医あるいは医師と契約し、週一程度の頻度で2時間前後、会社に出
向いてもらい、体調に不安のある従業員を診察してもらいます。

 良く処方される市販薬は常備薬として在庫しておき、その場で医師から渡してもら
います。

 処方薬は総務のスタッフが会社の経費でまとめて入手して、受診した従業員に渡
します。

 このような施策により、突然の病気欠勤者を減らすことが出来ると思います。

 また、医師の助言の下に、全従業員に対する、年に一回程度の健康診断を、病
院との協力で社内で行うこともお薦めします。



2. 従業員の安全衛生管理

40

従業員の安全衛生に対する意識が非常に低く、スローガンやポスターを壁に貼った
だけで実践した気になっており、どうしたら良いのか分らなくて困っている。

 インドネシア人は危険を予期して、予防対策を取ることが非常に苦手だけでなく、
その重要性もあまり理解しようとしません。

 特にイスラム教徒の場合は、『唯一絶対の神の御心のままに』と言う信仰心が影
響しているのかもしれません。

 そのため、危険予知活動を導入するにしても、日本の倍以上の時間が必要とされ
ることを覚悟して、根気よく取り組むことが求められます。

 また、王族時代やオランダ植民地時代の、階級社会の風潮が残っているため、掃
除や片付けは自分の役目ではないと考えるのが普通です。

 そのため、5S活動を導入する際には、私生活ではどうか知らないが、工場や職場

においては、自分達のために自分達で実践することを納得させなくてはなりませ
ん。

https://www.hmkt.jp/193_kikenyochi.pdf


3. 小集団活動導入

41

生産現場人材の育成と、改善提案を通じた生産性の向上を実現したいが、実際の
経験も知識もないため、どのように進めたら良いのか分らなくて困っている。

 七つのムダ取りや三ムの排除を目指した改善提案活動、危険予知活動、5S活動
などは小集団活動、あるいはQCサークルとして進めると生産現場の人材育成にも
役立ちます。

 但し、インドネシア人は日本人ほど、自己啓発の意識が高くないので、色々な形で
の報奨制度が成功の鍵となります。

 現金や社内の生協で使える金券、あるいは最寄りのショッピングセンターで使える
デポジットカードでも構いませんが、成果に対しては細目に報奨することが大事で
す。

 そして極め付きとなるのが、優秀な成果を出してグループ代表への、短期日本研
修旅行と言うご褒美です。

 具体的な成果そのものよりも、従業員の自主性や会社への帰属意識の向上を大
事に考え、暖かく見守る姿勢が望まれます。

https://www.hmkt.jp/38_genbakaizen.pdf
https://www.hmkt.jp/96_shoshudan.pdf


4. 福利厚生施設

42

従業員に気持ちよく働いてもらえるよう、あまりお金をかけないで、福利厚生施設を
整備したいが、どんなものが良いのか分らなくて困っている。

 日本企業らしく、簡素ではあるが、衛生的で機能的な福利厚生施設を整備するこ
とは、会社に対する従業員の帰属意識を高め、仕事に対する姿勢も良い方向に
導いてくれると思います。

 年配のインドネシア人は遭った時に、『食事は済んだか？』と挨拶するくらい、食べ
ることを大事にするため、昼食や時間外勤務の夜食を摂るための施設には気配り
をするべきです。

 また、ほとんどの従業員はイスラム教徒ですから、人数に見合った礼拝施設を整
備すべきです。

 あくまでも目安ですが、従業員数が500人を超えた時点で、会社の敷地内に自社
の礼拝堂（モスク）を建てることが、究極の福利厚生施設になると思います。

https://www.hmkt.jp/201_fukuri.pdf
https://www.hmkt.jp/183_kizoku.pdf


5. 福利厚生行事

43

従業員の会社に対する帰属意識を高め、従業員間の連帯意識も強化するめたに、
社内行事を行いたいが、何をしたら良いのか分らなくて困っている。

 日本でも昭和時代には、社員旅行、社内運動会、忘年会、新年会、歓送迎会、歌
謡大会など、色々な行事が開催されたものでした。

 インドネシア人は日本人以上にお祭りが好きなようですから、イスラム教の関係で
お酒は飲みませんが、盛り上がること間違いありません。

 但し、日本と異なるところは、社員旅行や社内運動会、スポーツ大会などには家
族も参加すること、費用は基本的に会社が負担することです。

 従業員有志による実行委員会を編成し、計画、予算作成、実行、決算報告までの
全てのプロセスを一任すると、仕事よりも張り切って頑張ります。

 日本人も是非参加して、一緒に楽しい時間を共有するようにしましょう。



6. 消火訓練と防災組織

44

火災や地震などの災害発生時に、工場内で初期対応に当たれる体制を作りたいが、
どのように作れば良いのか分らなくて困っている。

 会社の組織とは別に、社内防災組織を作ることをお薦めします。

 隊長には現場を仕切っている生産部長などに就いてもらい、その下に消火隊、救
護隊、保安隊などの部隊長と隊員を指名します。

 組織を編成したら、年に一回あるは二回の防災訓練を、一部の関係者を除き、抜
き打ちで実施します。

 これらの活動を通じて初期対応の手順が徹底されるだけでなく、安全衛生に対す
る意識も強化されるはずです。

 もし予算的にかのうであれば、工業団地所属の消防隊、あるいは最寄りの消防局
にも訓練に参加してもらうと、より緊迫感が高まり効果があるでしょう。



7. 守衛、運転手、給仕

45

守衛、運転手、給仕などを採用する際に、法律的にどのような雇用形態があるのか、
どれが適切なのか分らなくて困っている。

 インドネシアの現在の労働法では、以下の4種類の雇用形態が定められています。
1. 正規社員

• 3ヵ月の試用期間の後に正式に社員として雇用契約を結ぶ。
• 通常は専門スタッフや管理職を採用する際に適用する。

2. 期間契約社員
• 5年間を最長として、その間に会社が定めた期間の雇用契約を結ぶ。
• 通常は現場の労働者や一般スタッフを採用する際に適用する。

3. 派遣社員
• 人材派遣会社と契約して必要な人材を必要な期間に派遣してもらう。
• 通常は守衛、運転手、給仕を採用する際に適用する。

4. 請負社員
• 業務単位で支払金額を決めて委託する。

• 通常は出来高給の営業担当や、内職のような単純作業の委託に適用
する。

 専門性の高い守衛は警備会社からの派遣に、運転手は自動車リース会社から
の派遣に頼ることもあります。



8. 廃棄物処理

46

工場から出る各種廃棄物の処理について、法律についての知識も無く、どのように
対処すべきか分らなくて困っている。

 排水は環境保護法において規定されており、地域社会からの監視もあるため、特
に気を付けなくてはなりませんが、工業団地内で操業する場合は、団地の管理会
社の規定に従うことが大前提です。

 B3 (Bahan Bahaya dan beracun)と呼ばれる、危険・有毒材料を処理出来るのは、

指定された業者だけですから、もし該当する材料が廃棄物としてある場合は、最
寄りの業者に搬入しなくてはなりません。

 金属、木材、樹脂などの端材や廃棄物は、リサイクル用廃棄物として回収業者に
買い取ってもらえますが、マドゥーラ・マフィアと呼ばれる産廃回収業者の縄張りが、
地域別に決まっていますので、争いの原因を作らない様に確認してから契約すべ
きです。

 インドネシアの生活ゴミの大半は、不法投棄されているのが現実ですが、工場か
らの生活ゴミは回収業者に依頼して廃棄処理してもらうべきです。

https://www.hmkt.jp/59_kankyo.pdf


9. 地域社会との関係

47

現地法人として、地域社会との関係をどのように築いて行けば良いのか、経験も知
識も無くて困っている。

 工業団地の中で操業する場合は、工業団地の管理会社が入居企業を代表して対
処してくれるので、特に何もする必要はありません。

 工業団地の外で操業する場合は、合弁相手や弁護士事務所、あるいは取引銀行
などとも相談し、企業や事業の規模に合わせて、中央政府や地域政府との関係
作りに腐心すべきと思います。

 特に、地鎮祭、開所式、○○周年記念などの催事には、来賓として招待し、繋がり
を持っておくべきと思います。

 操業開始後は、寄付や賛助金と称して、何かと協力要請が来るかもしれませんが、
何か困った時のために、貸しを作っておくぐらいの大らかな気持ちで付き合いたい
ものです。

https://www.hmkt.jp/128_seifu.pdf
https://www.hmkt.jp/74_seiji.pdf


10.業界・日本人社会との関係

48

市場開拓やリスク管理などのために、インドネシア国内の業界や日本人社会との関
係作りが必要であると考えているが、どのようにして作るべきか分らなくて困っている。

 日本国内においては、産業インフラや情報体制が比較的整備されていますから、
企業経営に必要な情報は自動的に入って来るようになっています。

 しかし、インドネシアにおいては、こちらから必要な情報を取りに行かなければな
らず、そのためにはネットワークの構築が必須となります。

 先ずは日本人社会のネットワークを調べて、出来るだけ入会するようにすべきで
す。

 インドネシア国内の同業者組合などにも積極的に参画し、一般の情報源では取れ
ない裏事情を探ることも可能でしょう。

 関係する中央省庁との良好な関係作りも欠かせない課題です。

https://www.hmkt.jp/189_joho.pdf
https://www.hmkt.jp/174_asosiasi.pdf
https://www.hmkt.jp/128_seifu.pdf


⑤ 営業編
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1. 営業マン不在

50

インドネシア現地法人は規模が小さく、営業のインドネシア人スタッフも不在のため、
顧客開拓のための営業活動が出来なくて困っている。

 先ずは日本人駐在員が日系企業の顧客候補を訪問して、製品の売込を始めま
しょう。

 インドネシアや英語が苦手な場合は、インドネシア人スタッフに同行してもらい、現
地企業の顧客候補を訪問しましょう。

 インドネシア語を勉強して、一人で現地企業を訪問出来るように努力すべきです。

 日本人駐在員が一人の場合は、技術製造分野の人の場合が多いのですが、部
材供給のB2Bの場合は特に、技術の分る日本人による営業はとても重宝がられま
す。

 SNSが発達した今こそ、工場内に引き籠らず、出来るだけ客先に足を運び、顧客
の心を掴みましょう。



2. 出来高給制度

51

実力のある営業マンを雇いたいが、それに見合った給与を支払うだけの資金力が無
く、手詰まりになって困っている。

 インドネシアの流通の多くは華人系インドネシア人、いわゆる華僑に支配されてい
るため、営業マンの取引交渉の相手も、多くは華僑のビジネスマンです。

 経験の少ないインドネシア人の普通の営業マンが、彼らと渡り合うのは難しく、ベ
テランのインドネシア人、もしくは華人系の営業マンが必要となります。

 彼らが企業の一員として営業を担当する場合は、普通の社員ではなく、基本給は
少なくても、売上高に応じて出来高給を上乗せする、請負的な雇用契約を結んで
いることが多いようです。

 社員と言うよりはビジネスパートナーとして、出来れば資本も一部所有してもらい、
事業家として活動することが彼らには合っているようです。

https://www.hmkt.jp/209_hoshoseido.pdf


3. 販売促進活動

52

インドネシア国内市場での自社商品の認知度を上げるために、限られた予算で販売
促進活動を行いたいが、適切な手法が分らなくて困っている。

 インドネシア国内での販売促進活動も、B2BなのかB2Cなのかにより、手法は自ず
と決まって来ます。

 B2Bで最も成果が期待されるのは、各種産業展示会に出展するか、あるいは視察
することでしょう。

 B2Cの場合はテレビ広告あるいはSNS広告ですが、いずれも効果を期待するには
高額の費用が必要となります。

 比較的安価で認知度を上げる手法としては、インドネシア国内で急成長している、
オンラインショッピングのサイトに商品を掲載することでしょう。

https://www.hmkt.jp/184_hansoku.pdf
https://www.hmkt.jp/81_tenjikai.pdf
https://www.hmkt.jp/76_ec.pdf


4. オンラインショップ

53

インドネシア国内で急成長しているオンラインショップを活用したいが、経験も知識も
無くて、何に気を付けるべきなのか分らなくて困っている。

 インドネシア国内のオンラインショップはたくさんありますが、それぞれの特徴と利
用条件を、詳細にわたり調査してから利用するサイトを決めるべきです。

 サイトのデザインに気を取られて、サプライチェーンの構築を蔑ろにしてはいけま
せん。

 オンラインショッピングのサプライチェーンとは以下の要因で構成され、これらの機
能が上手く連携しないと失敗します。

1. サイトの公開：広告と受注
2. 運送業者との契約：在庫保管と顧客への配送
3. 金融機関との契約：販売代金の回収

 試しに他社のサイトで実際に購入してみて、オンラインショッピングを実感してみ
ることをお薦めします。

https://www.hmkt.jp/76_ec.pdf


5. キャッシュレス決済

54

インドネシア国内の、特にB2Cの支払現場では、キャッシュレスが急速に進んでおり、
日本での経験や知識が通用しなくて困っている。

 B2Bの場合は銀行口座振替が主要ですが、これもいつかは新しい方式に変わる
かもしれません。

 小売店のレジやチケットカウンターなどでのB2Cの現場では、QR決済が急速に普

及しており、現金に限らず、クレジットカードも使えない場合があり、現地のサービ
スを利用していない外国人にとっては、困り切ってしまうことが良くあります。

 B2Cの事業を展開する場合は、当面は急速に発展するQR決済の動きを注視しなく
てはなりません。

 インドネシア国内で普及しているキャッシュレス決済としては以下のものがありま
す。

1. QRIS
2. E-Wallet
3. Mobile Banking
4. Credit Card
5. Debit Card



6. 市場調査

55

インドネシアでの事業を拡大すべく、市場調査を行いたいが、どのような方法で進め
て良いのか分らなくて困っている。

 先ずはインドネシアと言う国の将来の可能性について、改めて認識することから
始めてはどうでしょうか。

 インドネシアは17,000前後の島々と、200を超える種族からなる多様性を極めた国

ですから、島別の特徴、州別の特徴、都市別の特徴、そして種族別の特徴を把握
しておくべきです。

 その上で、産業別、業種別、商品別の需要予測を進めると良いでしょう。

 これらに基づきどんな商品を、どれくらいの価格で販売するのか、そしてどのよう
な販売促進活動をすべきかを検討することで、マーケティングの基本要因4Pと言
われる、Place-Product-Price-Promotionを調査することになります。

https://www.hmkt.jp/137_2050.pdf
https://www.hmkt.jp/30_shima.pdf
https://www.hmkt.jp/180_shuranking.pdf
https://www.hmkt.jp/129_kota.pdf
https://www.hmkt.jp/156_suku.pdf
https://www.hmkt.jp/124_marketplace.pdf
https://www.hmkt.jp/132_market.pdf
https://www.hmkt.jp/222_pasar.pdf
https://www.hmkt.jp/236_forecast.pdf


7. 産業展示会

56

インドネシア国内にはどんなサプライヤがあり、どんな顧客が存在するのか、それら
を実感するための手段が分らなくて困っている。

 ジャカルタ周辺には本格的な産業展示会場が3ヵ所あり、ほぼ毎週のように様々
な産業分野の展示会が開催されています。

 インドネシア国内に限らず、海外からも多くの業者が展示ブースを開設しています
ので、今のインドネシアの各産業の需要と供給の事情を、肌で感じることが出来ま
す。

 基本的に無料で当日現地での入場登録も出来ますので、気楽に視察してみては
如何でしょうか。

 インドネシア国内製の全ての物品、お菓子から住宅までの展示会として有名な、
毎年7月頃にジャカルタで1ヵ月間にわたり開催されるJakarta Fairも、B2Cの現状を
肌で感じるためには、是非一度視察することをお薦めします。

https://www.hmkt.jp/81_tenjikai.pdf
https://www.jakartafair.co.id/


8. 法的販売規制

57

自社の商品をインドネシア国内市場で販売するに当り、法的な規制に該当しないの
か、確認する手段が分らなくて困っている。

 インドネシア国内で特定の商品を販売する場合、主に以下の様な法的規制に対
応することが義務付けられています。

 ハラル認証：2024年以降、飲食品や化粧品など、人間に直接触れるものはハラル
認証を取得することが義務付けられています。

 SNI：利用者の安全に関わる商品は、指定された検査機関の試験に合格して、イ
ンドネシア国家標準（Standar Nasional Indonesia）を取得することが義務付けられ
ています。

 BPOM：医薬品および飲食品など、国民の健康に影響を及ぼす可能性のある商品
は、医薬品・食品監視庁（BPOM:Badan Pengawasan Obat dan Makanan）の承認試
験に合格することが義務付けられています。

https://www.hmkt.jp/47_halal.pdf
https://www.hmkt.jp/48_sni.pdf
https://www.hmkt.jp/49_bpom.pdf


9. 販売取引契約

58

インドネシア国内の卸会社や販売代理店を通じて、自社の商品を市場に出す場合、
これらの業者との間で、どのような契約書を締結すべきか分らなくて困っている。

 日本とインドネシアでは、文化も商習慣も異なるため、仮に信頼出来る相手であっ
ても、必ず書面で契約書を交わすことが大事です。

 卸会社や販売代理店との取引を始めるに当たり、まず交わすべき契約書は、取
扱い商品、数量、価格、支払、保証などについて、基本的な条件を取り決める、販
売基本契約書です。

 これに基づき、毎回の注文書を受領し、商品を納入し、そして代金を受け取ること
になります。

 この基本取引契約書を取り交わさず、注文書だけで売買しているケースも多く見
られますが、万が一訴訟問題になった場合、裁定の基盤になる証拠が無く、厄介
なことになり得ます。

https://www.hmkt.jp/172_contract.pdf
https://www.hmkt.jp/sale.docx
https://www.hmkt.jp/sale.docx


10.海外展開

59

インドネシア国内市場への販売が一段落着いたので、周辺諸国への輸出展開を計
画したいが、なにをしたら良いのか分らなくて困っている。

 輸入材料を使用した商品の輸出で、輸出額が総売上の半分を超える場合は、保
税工場の資格を取得し、輸出額が総売上の半分未満の場合は、輸出目的輸入便
宜制度KITEを取得して、輸入関税などの免除特典を利用すべきです。

 輸出用に別途新たに工場を建設する場合は、経済特区の利用も検討すべきで
しょう。

 東南アジア諸国連合ASEANの加盟国は現在11ヵ国ですが、域内の輸出入は免税
となりるので、まずは域内諸国への輸出から取り組むと良いでしょう。

 インドネシアは今後の経済発展が期待される、拡大BRICSやイスラム協力機構の
加盟国であることから、これらの国々への輸出も楽しみです。

https://www.hmkt.jp/66_hozei.pdf
https://www.hmkt.jp/66_hozei.pdf
https://www.hmkt.jp/221_kite.pdf
https://www.hmkt.jp/221_kite.pdf
https://www.hmkt.jp/151_tokku.pdf
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1. 生産進捗管理

61

毎月の生産計画を立てているが、色々な原因で遅れるのが当たり前になっており、
この現状を打破する手段が分らなくて困っている。

 月単位の計画を日単位に割り振り、月に一回の進捗管理ではなく、日に一回の進
捗管理にしなくてはなりません。

 毎朝、始業直後の10分から30分、進捗を管理する工程毎のリーダーを一堂に集
め、昨日の予実績差異、差異の原因、その対策等を報告させます。

 大きめのホワイトボードの前に全員が立ち、各工程毎の日別の予定数、実績数、
それらの累積数が記入出来る表を用意し、毎朝その数字を更新し、それを全員が
共有しながら進捗を確認します。

 表の下には本日の問題、原因、対策も記載し、明日の朝にその経過も確認します。

 このように日次のPDCAサイクルを毎日回すことで、月末には計画を達成すべく、
全員の意識を一つにします。



2. 作業工程品質向上

62

品質は工程で創り出すと言うことを意識させて、不良品を出さないようにしたいが、ど
のように指導したら良いのか分らなくて困っている。

 日本人のように精神論で訴えてもなかなか理解してもらえないので、スローガンを
唱えたり、現場にポスターを貼ったりするだけでは効果は見込めません。

 努力の成果に対する報奨を、小さくても良いので用意することが成功の秘訣です。

 それに最も良く適するのが小集団活動を通じた改善提案制度だと思います。

 改善の成果は全従業員が閲覧出来るように、食堂などに写真入りで大きく貼り出
すなど、プライドをくすぐる工夫も大事です。

 それらの活動を円滑に進めるためには、専門家による改善活動の指導や教育も
必要と思われます。

https://www.hmkt.jp/96_shoshudan.pdf
https://www.hmkt.jp/38_genbakaizen.pdf


3. 機械設備点検保全

63

工場で使われている機械や設備の、点検、保全、修理を現地の従業員で行えるよう
にしたいが、どのようにすれば良いのか分らなくて困っている。

 機械や設備毎に、毎日点検すること、毎週点検すること、毎月点検すること、そし
て毎年点検することを決めて、それをSOP（Standard Operating Procedures）として
文書化することから始めましょう。

 大事なことは、事前に不具合を発見し、故障して生産活動に支障を来すのを防ぐ
ことであると、全従業員に意識させることです。

 機械や設備は不具合が生じると、異音、異臭、高温、油漏れなどを起こすので、
先ずは利用者が五感で気付くことが基本です。

 そのためには、機械や設備は清掃を徹底し、常に綺麗にしておくことが大前提で
あることを徹底させなくてはなりません。

 個々の機械や設備の点検方法については、取扱店の専門家に相談しても良いし、
もし本社に設備保全の専門家が居れば、年に一回程度現地に出張してもらい、イ
ンドネシア人の設備保全担当者の教育に当たってもえらると良いでしょう。



4. 本当の5Sの浸透

64

工場に5S活動を導入し、清潔で綺麗な作業環境を作りたいと願っているが、実際は
掛け声ばかりで、本来の5Sが実践されなくて困っている。

 多くの工場が、5Sの五つの用語を独自のインドネシア語に置き換えて、導入して
いる様子を見ることが出来ます。

 ほとんどの工場では、5Sのポスターや横断幕が、生産現場に掲げられていますが、
中には5Sとは程遠い状態の工場も見受けられます。

 5Sの一番目から四番目までは、理解して実践するのに左程難しい問題とは思えま
せん。

 5Sが達成されていない工場の問題は、五番目の『躾』が実現していないことにあり
ます。

 5Sは本来は上司から煩く言われて行うものではなく、全従業員が無意識のうちに
整理、整頓、清掃、清潔を実践するものでなければなりません。

 それが出来て初めて『躾』が実現していることになるのです。

https://www.hmkt.jp/38_genbakaizen.pdf


5. 安全衛生の徹底

65

従業員の企業に対する帰属意識を高めるためにも、安心して気持ちよく働ける職場
環境を作りたいが、どのようにすれば良いのか分らなくて困っている。

 安全衛生の向上は、危険予知活動の導入と、5Sの浸透が具体的な方策です。

 しかしながら、いずれも掛け声だけで実現出来るものではなく、大げさになるかも
しれませんが、全従業員のインドネシア人としての、国民性を変えるぐらいの覚悟
を持って取り組まないといけない課題です。

 良し悪しやレベルの問題ではなく、日本人とインドネシア人では、そもそも安全衛
生に対する考え方や価値観が異なるのです。

 ですから、日本並みの安全衛生を求めるのか、それともインドネシア並みの安全
衛生を求めるのか、そこのところから判断しなくてはなりません。

 言えることは、日本のものつくりを追求するのであれば、日本並みの安全衛生が
求められると言うことです。

https://www.hmkt.jp/193_kikenyochi.pdf
https://www.hmkt.jp/38_genbakaizen.pdf


6. 作業手順書

66

日本で使われている作業手順書に、部分的に英語の注釈を付けてそのまま流用し
ているが、果たして本当に理解されているのか分らなくて困っている。

 日本のものつくりを移転するとか、生産工程で品質を創り出すとかを目指すので
あれば、この方法では期待出来ません。

 日本人であれば作業手順書の行間から暗黙知を見出すことが出来ても、文化も
習慣も異なるインドネシア人にそれを期待することは出来ません。

 日本で使われている作業手順書には記載されていない暗黙知も、インドネシア工
場用のものには、形式知として明確に追記する必要があります。

 言語はもちろんインドネシア語でなくてはならず、安易に英語で済ませてしまうと、
理解度は半分以下に落ちると考えてよいでしょう。

 インドネシア語は分からないと言うかもしれませんが、高性能の無料の自動翻訳
が使える今日では、その言い訳は通用しません。



7. 技術力向上

67

インドネシア国内市場に限らず、日本への逆輸出や第三国への輸出にも挑戦したい
が、そのためにどのようにして技術力を上げるのか分らなくて困っている。

 最も効果が期待されるは、日本から技術者を長期に亘り派遣してもらい、インドネ
シア人技術者の指導に当たることです。

 理想的には6ヵ月から1年間の就労ビザを取得して、駐在員と同じ処遇で滞在して
もらうことをお薦めします。

 そして併せて、インドネシア人技術者を日本に派遣して、本社や関連企業におい
て研修を受けさせることです。

 日本への入国ビザは目的と期間により異なりますが、最寄りの行政書士事務所
に相談することをお薦めします。

 日本政府の外郭団体であるAOTSが提供する、最長1年間の研修制度などを活用
する選択肢もあります。

 何れの場合も、事前に本社と現地法人との間で、技術援助契約を締結しておいて、
費用負担などについて取り決めておくことをお薦めします。

https://www.hmkt.jp/101_visa.pdf
https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/visa/chouki/index.html
https://www.aots.jp/
https://www.hmkt.jp/technicalassistant.docx


8. 熟練工採用

68

インドネシアでの事業展開計画の都合で、社内で時間をかけて熟練工が育つのを
待てず、どのように対処して良いのか分らず困っている。

 名実ともに熟練工と言われる人材を得たい場合は、高額の給与を条件に、ヘッド
ハンティング会社に依頼するのが手っ取り早いと思います。

 但し、処遇や職場環境如何で、同様に他社に移る可能性も高いので、契約による
拘束も工夫しなくてはなりません。

 日本での作業経験と日本語能力を持つ人材は、技能実習生の帰国者の中から上
手く見付けられると幸運でしょう。

 技能だけでなく、管理分野の知識も持っている人材を望む場合は、技術専門学校
の卒業者を探すことをお薦めします。

 そうは言っても、将来は経営者の候補とても期待したいと言うのであれば、有名大
学の工学部の卒業者を探すことをお薦めします。

https://www.hmkt.jp/149_magang.pdf
https://www.hmkt.jp/148_politeknik.pdf
https://www.hmkt.jp/147_daigaku25.pdf
https://www.hmkt.jp/147_daigaku25.pdf


9. 技術移転の限界

69

日本国内では技術を伝承してくれる若者が少なくなり、インドネシア工場の技術者に
その役割を期待しているが、どこまで期待出来るのか分らなくて困っている。

 アコースティック楽器を現地生産した時の経験値では、日本から指導に来ていた
熟練工の技術の、90％程度までは移転出来たと思います。

 但し、10年近くの時間を要し、インドネシア人技術者の100人中5名程度に限られ
た話です。

 この間は日本本社からの根気強い支援に助けられ、特に熟練技術者達の献身的
な指導の賜物と感謝しています。

 また、受け皿となったインドネシア人の技術者達も、日本からの指導者達を尊敬し、
素直に学んだ結果であると確信しています。

 このような環境の下で90％ですから、もしも中途半端な指導では、60％が良いとこ
ろではないでしょうか。



10.外注指導

70

インドネシア工場を最小の設備投資と人員構成で運営すべく、現地の外注企業を最
大限活用したいが、探し方が分らなくて困っている。

 インドネシア工業省の自社の産業を管轄する部局を訪ねて、事情を話して支援を
依頼することが出来ます。

 インドネシア商工会議所を訪問するか、その傘下にある同業者組合の事務所を
訪ねて、外注候補企業の情報を得ることが出来ます。

 インドネシアには色々な種類の協同組合があり、その中には同業者が集まって出
来たものもあり、その中から外注候補を見付けられるかもしれません。

 地元の企業グループ（財閥）は事業の多角化を進めており、もしかしたら外注候補
となりうる子会社を持っているかもしれません。

 参考資料 インドネシアでサプライヤーを見付ける方法
インドネシアの中小零細企業との付き合い方
工業材料の現地生産会社を探す

https://www.kemenperin.go.id/
https://kadin.id/en/
https://www.hmkt.jp/174_asosiasi.pdf
https://www.hmkt.jp/50_koperasi.pdf
https://www.hmkt.jp/110_group.pdf
https://www.hmkt.jp/44_supplier.pdf
https://www.hmkt.jp/69_umkm.pdf
https://www.hmkt.jp/153_localvender.pdf
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1. 部材現地調達先開拓

72

コストダウンならびにインドネシア政府からの現地調達率向上圧力対応のため、輸
入部材を現地調達したいが、調達先が見付からず困っている。

 ジャカルタを中心に、毎週のように開催されている産業展示会を訪問し、現地サプ
ライヤを発掘することが出来ます。

 インドネシア商工会議所の傘下にある、同業者組合の事務所を訪問し、現地サプ
ライヤを発掘することが出来ます。

 地場の中小零細企業や協同組合を開拓し、時間をかけて育成することは、インド
ネシアの産業発展に貢献することにもなります。

 統計センターが定期的に発行する、製造企業ディレクトリーから探すことも可能で
す。

 他にも現地サプライヤーを探すための色々な方法があります。

https://www.hmkt.jp/81_tenjikai.pdf
https://www.hmkt.jp/174_asosiasi.pdf
https://www.hmkt.jp/69_umkm.pdf
https://www.hmkt.jp/50_koperasi.pdf
https://www.hmkt.jp/153_localvender.pdf
https://www.hmkt.jp/44_supplier.pdf


2. 治工具機械設備調達

73

立上当初は投資特典を使い、治工具機械設備の多くは日本から輸入したが、今後
は現地で調達したいが、探し方が分らず困っている。

 インドネシア国内で治工具機械設備を探す方法は以下の様にいくつか考えられま
す。

1. 日本などの外国から新品を輸入
2. 日本などの外国から中古品を輸入
3. 現地の設備機械商社から購入
4. 現地の設備機械専門店で購入
5. 現地の産業展示会で購入
6. 現地のオンラインサイトで購入

 全般的な傾向として言えることは、製造業の発展に伴い、現地の製造業者が増
える傾向にあることです。

 それらの業者を見付ける最適な方法は、色々な業界の産業展示会に足を運ぶこ
とだと思います。

 ネットでも探せる時代ですが、実際に自分の目で見ることが大事かと思います。

https://www.hmkt.jp/190_kikai.pdf


3. 工場用地買収

74

インドネシアにおいて、自社工場を建設して製造活動を展開したいが、どのようにし
て適切な用地を探すべきか分らなくて困っている。

 事業分野、操業条件、サプライチェーンなどの都合で工業団地に入居する場合と、
工業団地外の工場用地を買収する場合では、その評価方法や、注意事項は異な
ります。

 まず大事なことは、不動産会社、コンサルティング会社、そして金融機関など、
色々な伝手を使って、出来るだけ多くの候補物件を、実際に見に行き、その土地
だけでなく、周囲の環境やインフラを自身の五感で確かめることです。

 そして多くの実例で後悔したことですが、多少無理をしてでも、当面必要な敷地面
積の2倍時以上を確保しておくことです。

 将来的に使う必要が無い土地は売却すれば良いのですが、事業の拡張に併せて
敷地が狭くなり、飛び地に追加の工場建屋を持つことの不便さは、必ず後悔する
ことになり、後任者からも恨まれます。

https://www.hmkt.jp/109_tanah.pdf
https://www.hmkt.jp/211_location.pdf


4. 工場建設ゼネコン選択

75

インドネシアにおいて、自社工場を建設したいが、建設工事の経験が無く、ゼネコン
との交渉をした経験も無くて、どのように進めるべきか分らなくて困っている。

 契約締結から工事の完成による建物の検収までは、ゼネコンが一番慣れていま
すから、基本的に任せておけば良いと思います。

 但し、丸投げではなく、工事全体の進め方はある程度理解しておき、建設工事の
専門家では無いにしろ、発注者あるいは利用者としての要望や希望は、出来るだ
け詳細に、かつ明確に示さなくてはなりません。

 それらの要望や希望が適切に反映された仕様であり、工事期間も適切で、かつ価
格も容認出来ることを確認した上で契約しなくてはなりせん。

 工事現場で働く作業者は、通常は下請けの労働者ですので、ゼネコンが駐在され
る、あるいは担当させる現場監督がどんな人物なのかも、事前に良く見ておくべき
です。

 提案内容がどんなに素晴らしくても、それを実現させる現場監督者が無責任では、
絵に描いた餅になってしまいます。

https://www.hmkt.jp/34_kojokensetsu.pdf


5. レンタル工場契約

76

自社のインドネシアでの事業は規模も小さく、出来るだけ少ないリスクで運営したい
ので、レンタル工場を利用したいが、探し方が良く分からなくて困っている。

 工業団地の中にも多くあるのが常ですので、その管理会社、不動産会社、コンサ
ルティング会社などを介して探して契約するのが普通です。

 1,000㎡以下の建屋で十分な場合は、レンタル物件は無数にあると言ってよいで
しょう。

 5年以上は操業を続けることが確実な場合は、レンタルではなく、買上げする方が
コスト的に良い場合もあります。

 ロケーション、建物品質、経過年月、契約条件などにより、価格の開きが大きいの
で、必ず自身の五感で確かめることが大事です。

 インフラについては、日本の常識は通じないと考えて、事前に念入りに確認すべ
きで、入居してから争いごとにならないようにすべきです。

https://www.hmkt.jp/108_rental.pdf


6. 購買取引契約

77

インドネシア国内あるいは海外の業者から部材を調達する際に、どんな契約を取り
交わせば良いのか分らなくて困っている。

 インドネシア国内ならびに海外の業者から部材を調達する際は、日本国内と同様
に、その取引内容に応じて、以下の様な種類の取引契約書を交わす必要があり
ます。

1. OEM契約書（輸入）
2. 技術ライセンス契約書
3. 委託加工契約書
4. 購入基本契約書

5. 機密保持契約書

 これらの基本的な条件を定めた契約書に基づいて、具体的な案件の注文の毎に
発注書を出すのが普通です。

 最近はこのような基本契約を省略し、WhatsAppやLINEと言ったSNSで、気軽に売
買の約束を交わす傾向も見られますが、万が一係争事態になった場合は、証拠
として扱われるのか不確かなので、極力避けるべきと考えています。

https://www.hmkt.jp/172_contract.pdf


7. 受入検査

78

発注した物品が納入された際に、倉庫の窓口が行っている受入検査が、必要な要
件を満たしているのか分らなくて困っている。

 受入検査の要件そのものは、日本もインドネシアも基本的に同じで、以下の様な
項目からなります。

1. 梱包状態や現物に破損が見られないこと。
2. 品目が注文書と一致していること。
3. 数量が注文書と一致していること。
4. 仕様が注文書と一致していること。
5. 要求された資料が添付されていること。

 問題が無ければ受領書を発行し、業者からの請求書発行、そして支払へと進む
のは万国共通のプロセスです。

 ここで注意しなくてはいけないことは、要件の不一致が見付かっているにも関わら
ず、報告されずに放置されたり、納入業者との馴れ合いで問題視されなかったり、
逆に検査が厳し過ぎて不必要な返品を発生させたりする事態です。

 倉庫の受入担当者は、結構重要な責務を担っていることを忘れてはいけません。



8. 支払い決済

79

納入業者への支払は、納入日の月末締めから30日後としているが、資金繰りが厳し
いので60日後に延ばしてもらいたいが、どのように交渉すべきか分らず困っている。

 ビジネスライクに交渉するのであれば、運転資金の目的で銀行から借りた場合の
30日分の金利（年率8％×30/365=0.65％）、を上乗せする金額で購入することを
提案するのが普通でしょう。

 又は、発注時に頭金を支払う代わりに、残金の支払いを遅らせてもらうなどの交
渉もあります。

 結局のところ、双方の力関係で決まることが多いので、まずは足を運んで事情を
説明して、協力をお願いすることから始めることです。

 担当者に任せるのではなく、経営者が直接出向いて、相手側の経営者と直談判
することも必要です。



9. 返品処理

80

納品の種類が多く、返品の頻度も高いが、その都度の対応では煩雑になり、そのこ
とに忙殺されるため、対応策を取りたいが方法が分らなくて困っている。

 返品の頻度が高い場合は、異常処理と捉えず、逆方向のサプライチェーンと捉え
て、納入業者との間に予めルールを定めておくことです。

 返品は大きく以下の3種類の理由で分けます。
1. 品質不良
2. 数量過多
3. MRO（Maintenance, Repair, Overhaul）

 返す側のプロセス
1. 返品の状態確認と必要な処理実施
2. 返品承認の要求
3. 返品発送スケジューリングと発送

 返される側のプロセス
1. 返品の承認
2. 返品受領のスケジューリングと受領
3. 返品の処理部門への移送



10.サプライヤ評価

81

インドネシア国内の納入業者に対して評価をして、今後の取引の継続の是非を判断
したいが、その方法が分らなくて困っている。

 一般的なサプライヤの評価は以下のような内容で行います。

1. コストダウンへの協力度
• 総コストに占めるコストダウンの割合

2. サイクルタイム
• オーダー受付の間隔時間

3. 発注納期
• 確定発注から納入までの時間

4. 変更への対応
• 確定発注後の数量あるいは納期の変更に対する対応力

5. 購買オーダーの生産性
• 発注業務に必要な手間

6. サプライヤパフォーマンス評価コスト
• サプライヤパフォーマンス評価に必要なコスト

7. 環境対応
• 合意された環境基準を完全に満たしているか否か
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1. 乙仲の役割と選択

83

インドネシアでの輸入手続き、あるいは輸出手続きにおいて、乙仲と称する業者が
必要とされるが、その役割と選択方法が分らなくて困っている。

 戦前は不定期船の輸出入手続きを代行する甲仲（甲種仲立人）、定期船の輸出
入を代行する乙仲（乙種仲立人）、そして海運貨物の運送に特化した丙仲（乙種
仲立人）が存在しましたが、現在では乙仲がその全てを取り扱っています。

 具体的には輸出者の工場出荷から、輸入者の倉庫搬入までの、物品の移送と通
関に必要な全ての書類作成とその手続きを代行してもらえます。

 輸出者側と輸入者側がそれぞれに別々の乙仲に代行を依頼することもあります
が、日本とインドネシアの間の貿易であれば、インドネシアに現地法人あるいは支
店を持つ日本の乙仲に、双方の代行を委託した方が便利です。

 乙仲は海貨業者あるいはフォワーダーとも呼ばれますが、日本では日本通運（日
通）、近鉄エクスプレス（KWE）、郵船ロジスティクス、阪急阪神エクスプレス、ロジ

スティード（旧日立物流）、商船三井ロジスティクスなどが挙げられ、特に航空輸送
に強いKWEや海上輸送に強い商船三井ロジスティクスなどがあります。



2. FOBの本当の意味

84

輸出入取引の契約を結ぶ際に、FOB契約を前提とすることが多いのですが、FOBの
本当の意味が分からなくて困っている。

 FOBとは貿易の条件を定義するもので、国際商業会議所（ICC）が定めた「インコ
タームズ（Incoterms）」の世界標準の代表的な条件です。

 インコタームズは貿易における輸出者と輸入者の費用負担、危険負担、そして引
渡義務履行を定めるものです。

 FOBは“Free On Board”の略語で、輸出港で指定された船舶に積み込まれるまで

の費用を含んだ価格で、その時点で商品に関わる責任は輸出者から輸入者に移
転することになります。

 CIFは“Cost, Insurance and Freight”の略語で、輸入港に着くまでの運賃と保険料も
含んだ価格ですが、商品に関わる責任の移転はFOBと同じです。

 DDPは“Delivered Duty Paid”の略語で、輸入港に着くまでの全ての費用と責任を
輸出者が持つものです。

 他にもいくつかの条件があります。



3. 物品の運送方法

85

自社の製品を輸出する際に、費用と時間の面で最適な方法が何か、どうやって判断
すべきか分らなくて困っている。

 物品を国境を越えて移送することを貿易と称しますが、移送あるいは輸送方法は
無数にあります。

 代表的な方法はコンテナーに積み込んでコンテナ船での海上輸送（日本からイン
ドネシアまで約2週間で、20フィートコンテナ―代金は約USD1,000）ですが、少量で
急ぎの場合は航空貨物便での空輸（約４日間）です。

 他にも小物の場合はFedExやDHLのような国際宅急便、あるいは国際郵便を使い、
Door to Doorで委託することも可能です。

 出張者が持ち運びする、いわゆる“Hand Carry”と言う方法もありますが、出発空

港ならびに到着空港での輸出入通関は、上記の運送方法と同様に必要で、これ
を怠ると密輸になります。

 ソフトウエアやパケージソフトなどのデジタル製品で、インターネット経由で送信さ
れる場合は関税は適用されません。

 まるわかりインドネシアの輸入業務

https://www.hmkt.jp/65_import.pdf


4. 海上保険の契約

86

日本から輸入する設備機械や部材に海上保険を掛けたいが、本当に必要なのか、
そして掛ける場合の手続きが分らなくて困っている。

 日本からインドネシアに海上輸送する場合は、約2週間前後の航海日数を必要と

しますが、その間に商品が毀損したり、万が一船舶が沈没したりした時の補償とし
て海上保険を掛けておきます。

 保険料率はCIF価格の0.3%前後が目安とされ、決して高額なものではないので、
特にFOB取引の場合は輸入者自身が掛けることになるため、忘れないようにしなく
てはなりません。

 インドネシアの場合、輸入通関に時間がかかり経時変化を起こしたり、検査の際
に破壊したり紛失する場合がありますが、海上保険が輸入者の倉庫搬入までカ
バーされていることを、事前に確認しておくことをお薦めします。

 特に単発で輸入する高額な機械や、中古品の機械設備は、輸入通関に時間を要
することが多いので要注意です。



5. 輸送日数の計算

87

日本から定期的に輸入する部材の在庫を、安全で適正なレベルで維持するために、
正確な輸送日数をどのように計算するべきか分らなくて困っている。

 日本の工場または倉庫から、インドネシアの工場または倉庫までの経路と日数は
大概いかのようになります。

1. 工場/倉庫から輸出港への搬送   2日前後
2. 輸出港での通関から出港    3日前後
3. 海上輸送    12日前後
4. インドネシアの港での通関    3日前後
5. 港から工場/倉庫への搬送    2日前後

合計 22日前後

 これは定期的に輸入される部材等で、インドネシアでの輸入通関が、現物検査の
無いオンライン申請の場合ですので、物件によっては4番の輸入通関日数が大き
く変わって来ます。

 また、国際情勢によってコンテナーの供給が追い付かない場合などは、出港まで
の日数が大きく変わって来ます。



6. インドネシアの輸入通関

88

輸入通関は乙仲業者に一任しているが、時々通関が遅れて材料在庫が切れそうに
なってしまうが、輸入通関の仕組みが分らなくて困っている。

 輸入通関の仕組みは基本的に世界共通ですが、インドネシアの場合は安価な中
古商品や麻薬などの密輸が多く、その疑いを持たれたりすると大幅に遅れてしま
います。

 また、書類に不備が見付かったりした場合、その対応は乙仲が行うのですが、賄
賂を要求されたりして、その交渉で遅れたりする場合もあります。

 インドネシアの税関は1980年代に余りに不正な手続きが多く、当時の大統領の命
令で廃止され、スイスの検査機関SGSに一任された時期もあるくらいで、ややもす
ると汚職の温床になり易い機関です。

 SGSから権限を取り戻した後は改善に努力して来ましたが、最近また良くない噂が
広まっていますので注意が必要です。

 インドネシアの輸入手続きの仕組み

https://www.hmkt.jp/165_importsystem.pdf


7. 輸入コストの計算

89

日本から部材を輸入する際の、インドネシア工場での仕入コストの計算が果たして
正しいのか分らなくて困っている。

 輸入コストを試算する際に気を付けなければならないことは、以下の三点です。
1. 貿易契約はFOBかCIFか？

 FOB契約の場合は海上運賃と保険料を輸入者側が負担するので、それ
らを輸入コストに入れるのを忘れてはなりません。

2. 輸入関税は特恵制度を活用しているか？

 日本からインドネシアへの輸出品は、ほとんどが日本・アセアンの特恵
関税を受けられますが、それを知らずに活用しないとCIF価格×5％前
後のコスト増となります。

3. 決済通貨の為替レートは？

 多くのケースでは貿易決済をアメリカドルで行いますが、日本円／アメ
リカドル／インドネシアルピアの為替は何時時点の、売値・中値・買値
の何れを使うのかにより、輸入コストは大きく変わって来ます。

 インドネシア向け輸出販売価格の試算方法

https://www.hmkt.jp/142_exportprice.pdf


8. インドネシアからの輸出

90

元々はインドネシア国内市場に販売する商品を製造するための工場であったが、第
三国への輸出を検討するために何をしたら良いのか分らなくて困っている。

 海外に支店や子会社を持っている大企業と異なり、中小企業が他国の市場開拓
をすることは簡単ではありません。

 比較的少ない費用（USD3,000前後）で海外での顧客候補を開拓する手段としては、

ジャカルタ周辺の産業展示会で頻繁に開催される、各種産業展示会に出展する
ことです。

 東京、名古屋、大阪で開催される産業展示会に出展し、そこで出会った海外の顧
客候補に、インドネシア現地法人から輸出することも可能です。

 特定の国を絞って顧客を開拓したい場合は、その国での産業展示会に出展する
のが良いでしょう。

https://www.hmkt.jp/81_tenjikai.pdf
https://www.eventseye.com/


9. 保税区の活用

91

輸入部材を使って製造した商品を再輸出したいが、輸入関税などを免除する方法と
して、どんなものがあるのか分らなくて困っている。

 一番簡単なのはKITEと言う制度を活用して、書類上の手続きだけで、輸入関税、
付加価値税、奢侈品税を免除してもらうことが可能です。

 売上の50％以上を輸出する場合は、保税工場の資格を取ると、機械設備の輸入

においても輸入関税、付加価値税、奢侈品税を免除してもらうことが可能ですが、
ゲートやヘンスなどの強化工事が必要となります。

 輸出専用として新たな工場を建設する場合は、その業種に特化した経済特区に
立地出来れば、輸入税などの以外の面でも特恵を受けられる可能性があります。

 インドネシア政府は輸出を奨励していますので、工業省あるいは商業省の管轄部
署を訪ね、支援や助言を得ることをお薦めします。

https://www.hmkt.jp/221_kite.pdf
https://www.hmkt.jp/66_hozei.pdf
https://www.hmkt.jp/151_tokku.pdf


10.輸出入代金の決済

92

輸出入代金の決済は色々とあるが、何を基準に選択すべきか分らなくて困っている。

 輸入者側の場合は、指定された物かどうかを確認した後に支払うことが理想的で
すが、出来るだけそれに近い条件で支払方法を決めることです。

 そのためには、支払猶予期間を設けられる決済手段を銀行と相談してみると良い
でしょう。

 輸出者側の場合は、船積する前に代金を支払ってもらうことが理想的ですが、出
来るだけそれに近い条件で支払方法を決めることです。

 後払いの場合は、輸出入銀行に仲介してもらい、そこから発行される信用状
（Letter of Credit:L/C）を基にした、L/C決済が一番安心です。

 銀行を経由した支払決済は高額の手数料が発生するため、デジタル決済の利用
が増えていますが、利便性が高く手数料も少ないので重宝されますが、セキュリ
ティーの観点から高額決済の場合は要注意です。
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1. トラック輸送

94

インドネシア国内市場の拡大を狙っているが、全土に配送網を構築するに当たり、インド
ネシアのトラック輸送の実態が分からなくて困っている。

 インドネシアのトラック物流会社の数は非常に多く、多様で、大規模な国営企業から中
小零細企業まで、全国に貨物トラック運行会社、貨物運送会社、宅配業者など数千の
企業が存在しますが、分散しているため正確な数字を得るのは困難です。

 しかし、インドネシア物流協会 (ALI) は 2014 年に物流会社の総数を約 2,000 社としてお
り、現在ではデジタル サービスや国営企業などの新しい企業が加わり、その数は増加
しています。

 種類別・規模別の例
• 大規模・総合物流会社：JNE、J&T、SiCepat、Pos Indonesia
• 貨物輸送業者：DHL、FedEx、Ceva Logistics、日本通運
• 専門貨物トラック運行会社：PT Mex Internasional Cargo、PT Kaltim Jaya Makmur
• デジタル・最新サービス：Forwarder.ai、Deliveree
• 国有企業および国有企業の子会社：BGR Logistik Indonesia



2. 鉄道輸送
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インドネシア国内市場の拡大を狙っているが、全土に配送網を構築するに当たり、インド
ネシアの鉄道輸送の実態が分からなくて困っている。

 PT Kereta Api Logistik（KAI Logistik）は、PT Kereta Api Indonesia（Persero）の子会社であ
り、全国規模の鉄道物流サービスの提供に注力しています。

 2009年の設立以来、成長を続け、2025年5月時点で貨物量は9%増加し、24,356トンに
達しています。

 KAI Logisticsの三つの主なサービス
1. KALOG Express：ジャワ島、バリ島、スマトラ島をカバーする、個人および中小企業

向けの小売商品および書類配送サービスで、2025年7月時点で、このサービスは
約89,000匹のペットを輸送しました。

2. KALOG Plus：最適なサポートサービスを備えた大量貨物輸送のための物流ソ
リューションです。

3. KALOG Pro：石炭、コンテナ、有害廃棄物などの産業資材の輸送をワンストップで
提供するソリューション、またはエンドツーエンドの物流サービスです。



3. 海上輸送
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インドネシア国内市場の拡大を狙っているが、全土に配送網を構築するに当たり、インド
ネシアの海上輸送の実態が分からなくて困っている。

 インドネシアの海上物流会社の数は非常に多く、増え続けています。

 近年の国内船舶の増加を受けて、大手企業や、旅客輸送から特定の貨物までさまざま
な市場ニーズに対応する国営および民間の小規模企業が存在するため、正確な数を
特定するのは困難です。

 主な国内海運業者
• PT Pelayaran Nasional Indonesia (Pelni)、公共事業体
• PT ASDP Indonesia Ferry
• PT Pertamina International Shipping (PIS)
• Jasa Armada Indonesia (IPCM)
• PT Meratus Line、国内コンテナー船舶
• PT Samudera Indonesia (SMDR)
• PT Salam Pacific Indonesia Lines (SPIL)
• PT Pelayaran Tempuran Emas (Temas) Tbk (TMAS)
• PT Wintermar Offshore Marine Tbk (WINS)



4. 航空輸送
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インドネシア国内市場の拡大を狙っているが、全土に配送網を構築するに当たり、インド
ネシアの航空輸送の実態が分からなくて困っている。

 インドネシアで営業している国内航空物流会社の正確な数を確実に特定することは困
難です。

 これは、データには貨物サービスを提供する旅客航空会社と航空貨物サービスを利用
する貨物運送業者が混在していることが多いためです。

 航空会社：インドネシア航空協会（INACA）の2019年のデータによると、定期便を運航す
る航空会社は16社、不定期便を運航する航空会社は37社あり、その中には旅客便に
加えて貨物便も運航している航空会社もあります。

 Garuda Indonesia, Citilink, Lion Air, Batik Air, Super Air Jet, Wings Air, Pelita Airといった
主要航空会社は、いずれも国内線を運航し、貨物便も運航しています。

 専門貨物会社: Asia Cargo Airlines, Airnesia Royal Cargo, Auvia Airなど、貨物航空会社と
して専門に運航している会社もあります。



5. 宅急便
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インドネシア国内市場の拡大を狙っているが、全土に配送網を構築するに当たり、インド
ネシアの宅急便の実態が分からなくて困っている。

 インドネシアの宅配業者の数は数千社に上ると非常に多いですが、市場で最もよく知ら
れ、優位に立っているのは、JNE、J&T Express、SiCepat Ekspres、AnterAja、POS 
Indonesia、Lion Parcel、Ninja Xpress などの大手企業で、インドネシア物流協会 
(ASPERINDO) には 150 社を超える会員企業が所属しています。

 主な宅急便業者
• JNE:最大級で最も認知度の高い施設の一つ。
• J&T Express:特にeコマースで非常に人気が高い。
• SiCepat Ekspres:幅広いネットワークを持ちマーケットプレイスで人気が高い。
• AnterAja:デジタルサービスで知られている。
• POS Indonesia:国営企業で全国的なネットワークを持つ企業。
• Lion Parcel:自社航空会社を持ち、広範囲に到達している。
• Ninja Xpress:東南アジアで強い。
• SAP Express: CODサービスで知られています。
• TIKI (Titipan Kilat):古い会社で今も存在している。



6. 配達代行サービス
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食事、スナック、事務用などを調達するのに、スタッフが社用車を使って外出するので、子
効率が悪くて困っている。

 市内での“お使い”であれば、スマホのアプリで、バイクを利用した買い物代行サービス
を利用すると便利です。

 一つのアプリで、呼び出し、品物代金支払い、代行料金支払いが済まされ、現金を使う
ことが無いため安心です。

 インドネシアの主要都市のほとんどで利用可能です。

 主なサービス業者
• Gojek インドネシアで開発されたビジネス
• Grab シンガポールで開発されたビジネス
• Uber アメリカで開発されたサービス

https://www.gojek.com/en-id
https://www.grab.com/global/ja/food/
https://www.ubereats.com/jp/near-me/indonesian?srsltid=AfmBOoojMoQCxb8k4DEgjuSH8Oo-4Q2Zia70T663Z4L98WwX8lOZolve


7. 冷蔵冷凍輸送
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インドネシア国内の生鮮食品を加工して販売するビジネスを検討しているが、冷蔵冷凍輸
送の実態が分からなくて困っている。

 インドネシアにおける冷蔵冷凍貨物輸送サービスは、コールドチェーン物流会社によっ
て運営されています。

 2025年までに、これらのサービスには冷蔵トラックのレンタルと温度管理された倉庫の
運営が含まれる予定です。

 主要な総合コールドチェーン物流会社
• MGM Bosco Logistics：GPSシステムを備えた940台以上の冷蔵トラックと、最大

14,500パレットを収容できる保管施設を保有しています。
• Kiat Ananda Group：輸送から複雑なオペレーションまで、包括的なサプライチェー

ンソリューションを提供する市場リーダーです。
• Enseval Putera Megatrading Tbk：温度管理が必要な医薬品および消費財の物流

に特化しています。
• PT GAC Samudera Cold Chain：国際基準に準拠した配送・保管サービスを提供して

います。



8. 車両運搬
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新車ならびに中古車の搬送、あるいは自動車修理の際の運搬を依頼出来る業者が分ら
なくて困っている。

 2025 年時点で牽引、車両運搬、自走など、さまざまな配送方法による車両物流に主力
を置き、自動車、バイク、重機の配送を行う大手車両輸送会社は以下の通りです。

• Cargonesia Express：島間車両輸送において、単体牽引サービスまたは大量輸送
の自動車運搬サービスを提供しています。

• MHD Express：インドネシア全土における車両および重機輸送の経験豊富な輸送
管理サービス会社（JPT）です。

• KirimMobil.co.id：セルフドライブ（プロのドライバーによる運転）と島間輸送サービ
スを通じて、経済的な輸送オプションを提供しています。

• Saga Logistics：主要都市への海上貨物（RORO）および陸上貨物（車両牽引）輸送を
競争力のある料金で提供しています。

• Indah Logistics：Indah Cargoサービスで知られる同社は、遠隔地へのオートバイお
よび自動車の配送を幅広く提供しています。

• ASSA（Adi Sarana Armada）：自社のエコシステムを通じて、統合型車両輸送ソ
リューションを提供しています。

• CKB Logistics：産業用車両や重機などの大型貨物の取り扱いを専門としています。
• SERA（Serasi Autoraya）：Astra Internationalの子会社で、TRACなどの事業部門を通

じて全国規模の輸送・物流サービスを運営しています。



9. 有害危険廃棄物運搬
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インドネシアで3Bと言われる有害危険物を廃棄するのに、運搬業者をどのようにして探せ
ばよいのか分らなくて困っている。

 インドネシアでは、危険物および有毒物質（B3）の輸送は厳しく規制されており、環境林
業省（KLHK）および運輸省（Kemenhub）から正式な許可を得た企業によって行われなけ
ればなりません。

 この分野で事業を展開している企業の例としては、次のようなものがあります。
• PT Arah Environmental Indonesia (ARAH): 有害廃棄物および有毒廃棄物の輸送、収集、

処理の認可を取得しています。

• PT Jasa Medivest: 医療関連有害廃棄物および有毒廃棄物の管理と輸送に重点を置いて

います。

• PT Rafika Trans Indonesia: 多様な車両を保有し、環境林業省 (KLHK) および運輸省の許可

をすべて取得し、産業関連有害廃棄物および有毒廃棄物の輸送サービスを提供しています。

• PT Universal Eco: KLHK基準を満たすGPS追跡システムとK3機器を備え、安全で責任ある有

害廃棄物および有毒廃棄物輸送ソリューションを提供しています。

• PT Kenali Indah Sejahtera: 環境林業省 (KLHK) および運輸省の許可を取得し、全国規模で

有害廃棄物および有毒廃棄物の輸送と収集を行っています。

• PT Alekto Green IndonesiaとPT Multi Hanna Transportindoも同様のサービスを提供
しています。



10.損害保険
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インドネシア国内に商品を配送する際に損害保険を掛けたいが、その実態が良く分から
なくて困っている。

 貨物輸送保険（または海上貨物保険）は、海上、陸上、または航空輸送中の貨物の紛
失または損傷のリスクに対する保険です。

 火災、衝突、盗難、または自然災害による損失から貨物の所有者を保護し、保険対象
貨物の価値に応じた補償を提供します。

 保険の種類は、全リスク（All Risk/ICC A）から限定リスク（ICC B/C）まで調整可能で、貨
物の所有者自身または船舶サービスを通じて加入できます。

 保険料は通常、貨物価値の0.2%～0.35%程度です。

 主要な総合物流保険会社
• JNE：サービスを通じて発送される商品に保険を提供します。料金は商品価格の一定割合に

基づきます。

• J&T Express：一定の限度額で、発送された荷物の保護を提供します。
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1. 家事手伝い人
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インドネシア人の家庭では普通に使われている家事手伝い人を、自分の家でも使うべき
かどうか判断に困っている。

 2000年以前はほとんどの日本人宅でも、当時はお手伝いさんを意味するインドネシア
語の“Pembantu”を普通に使っていました。

 最近では、特に都市部では、多くの日本人は高層アパートに住むようになったこともあ
り、“ART:Asisten Rumah Tangga”と呼ばれるようになった、家事手伝い人も使わない
ケースが多いようです。

 しかし、一軒家に単身赴任で家事をするのが大変であるとか、家族帯同で小さな子供
達の面倒を見て欲しい場合は、月2万円前後の賃金で、住み込み、あるいは通いの家
事手伝い人を使うことをお薦めします。

 家事手伝い人を使っている知り合いのインドネシア人や、知り合いの日本人宅で永く働
いている家事手伝い人から紹介してもらうのが安心ですが、それが出来ない場合は
OLXやPembantu.comのような紹介機関に頼ることも可能です。

https://www.olx.co.id/jasa-lowongan-kerja_c97/q-pembantu-rumah-tangga
https://pembantu.com/


2. 社用車運転手
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日本人駐在員の社用車運転手を雇用する際に、安全面を重視して正社員にすべきかど
うか分からなくて困っている。

 安全性を最優先するのであれば、正社員として雇用契約し、安全教育を十分に施し、
実際の勤務状況も細かく管理すべきです。

 しかし、経営上のコスト面で難しい場合は、最長5年間の期間契約で雇用し、問題があ
れば途中で解雇して別の人間を採用することも可能です。

 あるいは安全運転管理を行っているレンタカー会社、またはリース会社と長期契約し、
コストと安全の両面のバランスを取ることも可能です。

 インドネシアのレンタカー会社は多様で、ASSA Rent、INDORENT（CSM Corporatama）、
MPMRentなど、法人（長期/年間）と個人（日/月）の両方のサービスを提供する会社が

あり、メンテナンス、保険、ドライバーなどのサービスが完備された様々な車種を提供し
ています。

 Hamatransのように運転手に日本語の訓練を施している会社もあります。

https://hamatrans.com/


3. 慢性疾患の処方箋
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日本では定期的に主治医から処方箋を出して貰い、慢性疾患の薬を入手しているが、イ
ンドネシアに滞在中はそれが出来なくて困っている。

 ジャカルタにある多くの日本人向けクリニックは処方箋を出してくれます。 

 これらのクリニックでは、日本人医師や日本語対応可能なスタッフが常駐しており、診
察から薬の処方までを日本語でスムーズに行うことが可能です。

 多くのクリニックは院内に薬局を併設しているか、近くの薬局と提携しており、診察後す
ぐに薬を受け取ることができます。

 ジャカルタ周辺の日本人向けクリニック

• タケノコ診療所
• 共愛メディカルサービス
• Kizuna Clinic

https://takenokogroup.com/id/ja/beranda-japanese/
https://www.kyoaims.com/
https://kizuna-clinic.com/


4. 現地での出産
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帯同している妻が妊娠したが、出産は日本ですべきか、インドネシア国内でも大丈夫なの
か分らなくて困っている。

 初産の場合は、勝手も分からなくて不安が大きいと思うので、日本に一時帰国しての出
産をお薦めします。

 二人目以降の出産でしたら、現地の主な総合病院であれば、私自身の経験上も安心し
て任せられると思います。

 主な総合病院
• Siloam Hospitals Group：多数の拠点と最新設備を備えた最大規模のネットワーク

で、国際認定を取得している施設も多数あります。
• Mitra Keluarga Group：専門サービスセンター（がん、心臓、母子医療）を擁する広

範なネットワーク。
• Primaya Hospital：包括的な設備を備え、急速に拡大するネットワーク。
• Tzu Chi Hospital, PIK, Jakarta：非営利のサービスで、国際基準を満たしながらも人

間味あふれるサービスを提供しています。
• Rumah Sakit Pondok Indah (RSPI)（RSPI）：ジャカルタにある高級私立病院。
• RS Premier Jatinegara：JCI認定を受け、脳卒中治療（神経センター）に優れています。



5. 現地での手術治療
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日本人駐在員が大病に罹り、現地の医師からは手術が必要と言われているが、果たして
現地の病院で手術をするのが良いのか分らなくて困っている。

 大掛かりな手術をインドネシア国内の病院で行うことは避けて、出来るだけ日本に帰国
させて受けることをお薦めします。

 インドネシアの国の各界の指導者が、大病の治療や手術をインドネシアではなく、シン
ガポールやアメリカで受けることがその実証です。

 日本の医大を卒業した、日本語の流暢な医師も居ますが、比較的簡単な外科手術にも
拘わらず、完治出来ずに後遺症が残った事例を身内で経験しています。

 問題になるのは、重病患者を日本に搬送する際の制約で、定期航空便は緊急時の対
応が出来ないとの理由で、搭乗させてくれないのが普通です。

 その時の為に、プライベートジェットを利用することが出来る、緊急搬送保険に加入して
おくことをお薦めします。



6. 帯同子女の教育
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小学生の子供を帯同赴任したいが、日本人学校など現地での学校教育の環境が良く分
からなくて困っている。

 ジャカルタ周辺、チカラン地区、スラバヤ周辺であればそれぞれの日本人学校に通学
させることが可能です。

 但し、いずれも幼稚園から中学校までですので、高等学校は最寄りのインターナショナ
ルスクールに入学させるか、日本に帰国させるかの選択をしなくてはなりません。

 インドネシアに永住するのであれば、インドネシアの普通校に通わせることも考えられ
ますが、帰国後に日本の高等学校、大学へと進学するのであれば、日本語あるいは英
語での教育が必須です。

 ジャカルタ日本人学校は、日本の製造企業が多く入居する西ジャワ州の工業団地群と、
ジャカルタを挟んで反対側の西方に位置し、スクールバスの運行範囲にあるジャカルタ
市内の住居から通勤するのが困難なため、チカラン日本人学校の方面に転居する事
例が多いようです。

https://www.jjs.or.id/
https://cjs.or.id/
https://surabayajapaneseschool.edumap.jp/
https://www.international-schools-database.com/country/indonesia
https://www.international-schools-database.com/country/indonesia


7. インドネシア人との結婚
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日本人駐在員の独身の部下が、インドネシア人でイスラム教の女性と結婚することを望
んでいるが、将来のことを考えると、本当に良いのか分らなくて困っている。

 私人の知り合いで、インドネシア人の女性と結婚した日本人を数えると、おそらく20人く
らいになることでしょう。

 ほとんどのケースは独身で赴任して、色々な場面で知り合った相手との結婚ですが、
中には単身赴任の間に深い仲となり、日本の家族と縁を切り、インドネシアの女性と再
婚したケースもあります。

 帰国して日本に住んでいるケースと、そのままインドネシアに残り、何らかの仕事をして
いるケースに分かれますが、知っている限りでは結婚生活を続けているようです。

 結婚相手がイスラム教徒である場合は、男女の区別なく、イスラム教徒に改宗すること
が戒律で厳しく定められていますが、厳格に戒律を守っている人も居れば、建前だけに
留めている人も居ます。

 日本人としてイスラム教徒に配慮すること

https://www.hmkt.jp/40_islam.pdf


8. ネットワーク作り
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日本人駐在員は自分一人だけで、仕事の面でも日本企業との付き合いは少ないため、毎
日が孤独な環境であるが、どうしたら改善出来るのか分らなくて困っている。

 ジャカルタ周辺であれば、Jakarta Japan Clubの個人部会に入会し、自分に合ったクラブ
活動に参加することで、気の合う知り合いを増やせるかもしれません。

 法人部会に入会すると、日系の同業他社との定期会合や、ゴルフコンペを通じて、仕事
上の知り合いを増やすことが出来ます。

 インドネシア国内には、以下の様な県人会がありますので、参加してみると良いでしょう。
• 大分県人会：『さぬき会』も開催し、県庁職員視察団との交流も。
• 宮崎県人会：同様に、出身者や関係者で集まります。
• みちのく会：東北地方出身者向け。
• 和歌山県人会：定期的な懇親会を実施。

• 埼玉県人会（彩の国会）：ゴルフコンペや懇親会を定期開催し、メンバーを募集し
ています。

• 千葉県人会：隔月で食事会やゴルフコンペを開催し、130名を超えるメンバーが参
加する活気ある会。 

https://jjc.or.id/kojin/club/
https://jjc.or.id/hojin/
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一年中暑く、食事は辛くて甘くて塩分と油分が多く、仕事上の付き合いで夜遅くまで飲む
ことが多いため、永年滞在していると体を壊すのではないかと心配で困っている。

 単身赴任で、食生活に不注意で、毎晩のように夜遅くまで飲んでいた知人は、2年が過
ぎた辺りで体を壊して帰国してしまいました。

 私はインドネシアの大先輩から、駐在中は体力7、気力2、知力1の配分を守れと厳しく
言われました。

 一年中暑くて湿度が高い熱帯雨林気候の下では、その気候に生まれ育っていない日
本人は体力を多めに消耗するため、熱帯医学の専門医師からは、休息を軽視してはい
けないと言われました。

 日本人は何万年もの間、米、味噌汁、根菜、魚などの食事で体が作られて来たので、
急にインドネシアの食事に替えるのではなく、時間をかけて徐々に割合を変えて行くこ
とが必要だとも言われました。

 特に長期駐在の場合は、インドネシアの気候に適応するためにも、現地の食事を摂る
ことも必要でしょう。 



10.永住滞在

114

インドネシア駐在中にこの国がとても好きになり、幸い現地での仕事先も確保出来たので、
日本には帰らないで永住したいが、それが正しい選択なのか分らなくて困っている。

 インドネシア人の女性と結婚して現地で事業を営んでいるケースや、家族で残って事業
を営んでいるケースなど、何人かの知り合いはいますが、皆さんそれぞれに成功してい
ます。

  但し、最新の入国管理法では、最長の滞在ビザは10年間で、投資をする場合は
USD500万、投資をしない場合はUSD70万の資金が必要とされます。

 自国民の人口が多いインドネシアでは、永住許可や国籍を取得するのは、2026年ワー

ルドカップのインドネシア代表選手とすべく、欧州の選手に対して特例法により国籍を
与えた事例はありますが、普通は難しいでしょう。

 滞在ビザの問題はありますが、もしも私が未だ若くて独身であったならば、インドネシア
での永住を決心していたかもしれません。
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インドネシア進出サポート公式サイト
https://www.hmkt.jp/
インドネシア進出準備から撤退までの要点を簡潔にまとめたサイトです。
毎月1日発行のメルマガのバックナンバーも掲載しています。
（Googleトップランキング）

インドネシア最新情報ブログ
https://per-inc.com/blog/
あらゆる分野での情報を毎日、どんなメディアよりも早く紹介しています。

インドネシア進出サポートウエブセミナー
https://www.youtube.com/channel/UCXghuRz7zRX5jLOXu75rQjQ
公式サイトに掲載されたセミナースライドサンプルの中から、ダウンロード件数の多い
もの順に音声解説付きのスライドをアップロードしています。
インドネシア週刊ニュースダイジェストも毎週月曜日に発信しています。

愛する二つの祖国である、日本とインドネシアの発展のため、
全てのコンテンツは無料で公開されています

https://www.hmkt.jp/
https://www.hmkt.jp/
https://per-inc.com/blog/
https://per-inc.com/blog/
https://www.youtube.com/channel/UCXghuRz7zRX5jLOXu75rQjQ
https://www.youtube.com/channel/UCXghuRz7zRX5jLOXu75rQjQ
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ご清聴ありがとうございました
ここからは質疑応答です
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